
私たちの生活に大きな影響を与えた新型コロナウイルス感染症。
今市幼稚園の園児たちが外遊びをしている中、「コロナに負けるな！
えいえいおー」と元気の良い掛け声をしてくれました。
一日も早く活気あふれた出雲市を取り戻していきましょう。

新型コロナウイルス感染症広報いずも 別冊

最新情報は、市のホームページでご確認ください。最新情報は、市のホームページでご確認ください。
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掲載情報は、支援の一部で１０月５日時点のものです。
支援内容の詳細は、各相談窓口でご確認ください。

主な支援制度

こんな制度が使えるかもしれません
まずはご相談を

生活資金に困っている方（個人・世帯）

子育て世代 高 齢 者

事 業 者 農林漁業者

ひとり親世帯臨時特別給付金 P3

就学援助事業 P3

出雲市奨学金 P4

国民年金保険料の免除・納付猶予 P5

介護保険料の減免 P4

後期高齢者医療保険料の減免 P5

新型コロナウイルス感染症対応
休業支援金 P3

住居確保給付金 P3

生活資金支援給付金 P3

傷病手当金 P3

緊急小口資金（特例貸付） P3

総合支援資金（特例貸付） P3

※子育て世代、高齢者は上記のほか次の制度もあります。

市税等徴収猶予 P4

国民健康保険料の減免 P4

水道料金・下水道使用料支払猶予 P5

市営住宅家賃減免 P5

市営住宅の提供 P5

雇用調整助成金 P5

小学校休業等対応助成金 P6

持続化給付金 P6

家賃支援給付金 P6

出雲市中小企業等緊急支援給付金 P6

出雲市中小企業信用保証料補助金 P6

出雲市地域商業等再起支援事業補助金 P7

新型コロナウイルス感染症特別貸付 P7

新型コロナウイルス感染症対応資金 P8

固定資産税及び都市計画税の軽減措置 P5

市税等徴収猶予 P4

水道料金・下水道使用料支払猶予 P5

高収益作物次期作支援交付金 P7

経営継続補助金 P7

新型コロナウイルス感染症対策
農林水産業収益向上緊急支援事業 P7

インターネット販売推進事業 P7

令和２年新型コロナウイルス感染症
対策資金 P8
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対象 名称 支援内容等 おたずね

給
付
・
助
成

ひとり親世帯等で①又は②に該当する方
①年金受給により令和２年６月分の児童扶養

手当が全額停止された方
②家計が急変する等収入が児童扶養手当を受

給している方と同じ水準となった方

ひとり親世帯臨時特
別給付金

  基本給付：５万円＋第２子以降１人につき３万円
 追加給付：１世帯５万円（①に該当する方で要件を満たす場合）

 令和３年２月２８日

子ども政策課
☎２１−６２１８

事業者の指示により休業させられた中小企業
の従業員のうち、休業手当の支払いを受けら
れなかった方

新型コロナウイルス
感染症対応休業支
援金

 休業前の１日あたり平均賃金の 80％（上限１人１日あたり
１１，０００円）×休業実績（日数）
 令和2年9月分までは、令和2年12月31日必着

 令和2年10月から12月分までは、令和3年3月31日必着

新型コロナウイルス感染症対
応休業支援金・給付金コール
センター
☎０１２０−２２１−２７６

休業等により家賃の支払いが困難な世帯 住居確保給付金

 家主へ直接支払
 家賃相当額（世帯人数によって上限あり）

 原則３か月（最大９か月）

出雲市社会福祉協議会
☎２３−３７９０

休業等により生活資金に困窮している世帯 生活資金支援給付金

 島根県社会福祉協議会の緊急小口資金又は総合支援資金
の特例貸付を受けている世帯

 貸付額の１／２（上限５万円／月、総合支援資金は借入期
間に応じ最長３か月）
 特例貸付の貸付通知日から 2 か月間

福祉推進課
☎２１−６６９１
☎２１−６９６２

国民健康保険及び後期高齢者医療制度加入者
のうち、感染した又は感染の疑いにより就労
できず給与等の支払いを受けられなかった方

 
傷病手当金

 （直近３か月の給与等収入額÷就労日数）×２／３×支給対象日数
 令和２年１月１日～令和２年 12 月 31 日

保険年金課
☎２１−６９８２
☎２１−６９８３

就学援助世帯（生活保護世帯又は生活保護世帯に
準ずる程度に経済上困窮している世帯） 就学援助事業

 学用品費、校外活動費、修学旅行費、給食費等の支給
 ※生活保護費として支給されるものは除きます。

教育政策課
☎２１−6190

貸
　
付

休業等により一時的な生活資金が必要な世帯 緊急小口資金
（特例貸付）

 １０万円以内（特例の場合は２０万円以内）
 ２年以内（据置期間１年以内）　無利子
 令和２年１2 月 28 日（郵送は 12 月 31 日消印分まで）

出雲市社会福祉協議会
☎２３−３７９０

収入の減少や失業等により生活の立て直しが
必要な世帯 総合支援資金

（特例貸付）

 単身世帯：月額１５万円以内　２人以上世帯：月額２０万円以内
 原則３か月以内
 １０年以内（据置期間１年以内）　無利子
 令和２年１2 月 28 日（郵送は 12 月 31 日消印分まで）

個人・世帯向け支援

掲載情報は、支援の一部で１０月５日時点のものです。
支援内容の詳細は、各相談窓口でご確認ください。

主な支援制度

こんな制度が使えるかもしれません
まずはご相談を

生活資金に困っている方（個人・世帯）

子育て世代 高 齢 者

事 業 者 農林漁業者

ひとり親世帯臨時特別給付金 P3

就学援助事業 P3

出雲市奨学金 P4

国民年金保険料の免除・納付猶予 P5

介護保険料の減免 P4

後期高齢者医療保険料の減免 P5

新型コロナウイルス感染症対応
休業支援金 P3

住居確保給付金 P3

生活資金支援給付金 P3

傷病手当金 P3

緊急小口資金（特例貸付） P3

総合支援資金（特例貸付） P3

※子育て世代、高齢者は上記のほか次の制度もあります。

市税等徴収猶予 P4

国民健康保険料の減免 P4

水道料金・下水道使用料支払猶予 P5

市営住宅家賃減免 P5

市営住宅の提供 P5

雇用調整助成金 P5

小学校休業等対応助成金 P6

持続化給付金 P6

家賃支援給付金 P6

出雲市中小企業等緊急支援給付金 P6

出雲市中小企業信用保証料補助金 P6

出雲市地域商業等再起支援事業補助金 P7

新型コロナウイルス感染症特別貸付 P7

新型コロナウイルス感染症対応資金 P8

固定資産税及び都市計画税の軽減措置 P5

市税等徴収猶予 P4

水道料金・下水道使用料支払猶予 P5

高収益作物次期作支援交付金 P7

経営継続補助金 P7

新型コロナウイルス感染症対策
農林水産業収益向上緊急支援事業 P7

インターネット販売推進事業 P7

令和２年新型コロナウイルス感染症
対策資金 P8
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対象 名称 支援内容等 おたずね

貸
付

世帯の収入が減少し、高校や大学等の修学が
困難となった学生 出雲市奨学金

 大学生等：４万円、高校生等：１万５千円
 令和３年３月３１日

教育政策課
☎２１−６８７４

税
制
措
置

事業収入・給与収入等が減少し、市税等を一
時に納付することができない方（事業者含む）

 
市税等徴収猶予
※国税・県税にも同様

の猶予制度あり

国税の取扱いに準じて、申請により１年以内の期間に限り、納税の猶
予を行う。
※市税等…市県民税、法人市民税、固定資産税・都市計画税、国民健康保険料、

介護保険料、後期高齢者医療保険料

 市税、後期高齢者医療保険料：各期別の納期限
 国民健康保険料、介護保険料：令和3年3月31日

（国保・介護）
収納課　
☎２１−６６４７

国税局猶予相談センター
☎０１２０−６８３−７５４

東部県民センター出雲事務所
☎３０−５５３２

島根県後期高齢者医療広域連合
☎０８５２−２０−７５２６
保険年金課　
☎２１−６９８４

支
払
猶
予
・
減
免

新型コロナウイルス感染症の影響により①又
は②に該当する方（世帯）
①主たる生計維持者が死亡又は重篤な傷病を

負った方（世帯）
②主たる生計維持者の令和２年の事業収入・

給与収入・不動産収入・山林収入のいずれ
かが、前年より３割以上減収見込みの方（世
帯）

次の㋐又は㋑のケースで収入減少の要件を満
たす場合
㋐主たる生計維持者の収入種別が前年と異な

る場合
㋑主たる生計維持者が前年中途から就職・起

業した場合

 
国民健康保険料の
減免
介護保険料の減免

 
令和元年度及び令和２年度の保険料で、令和２年２月１日から令和３年
３月３１日までに納期限のあるもの

 （国民健康保険） 10 分の 10 ～ 10 分の 2
 （介護保険） 10 分の 10・10 分の 8
 ※減免額は主たる生計維持者の前年の所得により算定

保険年金課　
☎２１−６９８４
高齢者福祉課　
☎２１−６２１２

−4−



対象 名称 支援内容等 おたずね

支
払
猶
予
・
減
免

新型コロナウイルス感染症の影響により①又
は②に該当する方
①主たる生計維持者が死亡又は重篤な傷病を

負った方
②主たる生計維持者の令和２年の事業収入・

給与収入・不動産収入・山林収入のいずれ
かが、前年より３割以上減収見込みの方

 
後期高齢者医療保
険料の減免

 
令和元年度及び令和２年度の保険料で、令和２年２月１日から令和３年
３月３１日までに納期限のあるもの

 10 分の 10 ～ 10 分の 2
 ※減免額は主たる生計維持者の前年の所得により算定

保険年金課　
☎２１−６９８４

国民年金保険料の支払いが困難な方（本人・
配偶者・世帯主の収入が一定以上減少した方） 国民年金保険料の

免除・納付猶予 令和２年２月以降の保険料の一部又は全部

保険年金課
☎２１−６９８２
日本年金機構出雲年金事務所
☎２４−００４５

水道料金・下水道使用料の支払いが困難な方
（事業者含む）

 
支払猶予 水道料金・下水道使用料の支払猶予の相談

上下水道局営業総務課
☎２１−３５１１
斐川宍道水道企業団
☎７２−８２１５

市営住宅入居中で急激に収入が減少した方  
家賃減免

 現在家賃と収入減少後に算出した家賃との差額
 ３か月（最長令和３年３月分家賃まで）

島根県住宅供給公社
☎２３−１５９１

そ
の
他

解雇等により居住している住居から退去を余
儀なくされる方

 
市営住宅の提供

 ３０戸　  ３か月（最長１年まで更新可能）
 ６，７００円～１２，３００円

建築住宅課
☎２１−６１５０

事業者向け支援
対象 名称 支援内容等 おたずね

税
制
措
置

令和２年２月～１０月の間の連続する３か月間の
売上高が前年同月比３０％以上減少している中
小事業者等

固定資産税及び都市
計画税の軽減措置

 
令和３年度課税の１年分に限り、償却資産及び事業用家屋に係る固定
資産税及び都市計画税の課税標準を１/２又はゼロとする。
 令和 3 年 1 月 4 日～ 2 月 1 日

資産税課
☎２１−６８２０　

休
業
補
償

従業員に休業手当を払うなどして雇用を維持
した事業者

雇用調整助成金（新
型コロナウイルス感
染症特例）

 中小企業４／５（解雇なしの場合１０／１０）
 １人１日あたり１５，０００円

 支給対象期間の末日の翌日から起算して２か月以内

島根労働局
助成金相談センター
☎０８５２−２０−７０２９

−4−
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対象 名称 支援内容等 おたずね

休
業
補
償

子どもがいる従業員に小学校等の臨時休校で
特別の有給休暇を取得させた事業者

 
小学校休業等対応
助成金

 １０／１０
 １人１日あたり１５，０００円

※別途、委託を受け個人で仕事する方には、１人１日あたり 7,500
円（定額）が給付される支援制度あり

 令和2年9月分までは、令和2年12月28日必着
 令和2年10月から12月分までは、令和3年3月31日必着

学校等休業助成金・支援金、
雇用調整助成金コールセンター
☎０１２０−６０−３９９９

助
成
・
補
助

令和２年１月～ 12 月の間のいずれかの月の売
上が前年同月と比較して 50％以上減少してい
る中小企業者等

 
持続化給付金

 法人：２００万円まで、個人事業者：１００万円まで
 原則、電子申請のみ（電子申請を行うことが困難な方は「申
請サポート会場」へ相談してください。完全事前予約制）

 【松江会場】松江センタービル１F（松江市朝日町）
 令和３年１月１５日

持続化給付金事業コールセンター
☎０１２０−２７９−２９２

テナント事業者等で令和２年５月～ 12 月の売
上が次の要件のいずれかを満たす中小企業者
等
①いずれかの月の売上が前年同月と比較して

50％以上減少
②連続する３か月の売上が前年同月と比較し

て 30％以上減少

 
家賃支援給付金

 法人：６００万円まで、個人事業者：３００万円まで
 原則、電子申請のみ（電子申請を行うことが困難な方は「申
請サポート会場」へ相談してください。完全事前予約制）

 【松江会場】テクノアークしまね
 【大田会場】大田商工会議所

 令和３年１月１５日

家賃支援給付金コールセンター
☎０１２０−６５３−９３０

申請サポート会場の予約は以下へ
☎０１２０−１５０−４１３

令和２年１月～ 12 月のいずれかの月の売上が
次の要件を満たす中小企業者等
①前年同月比で 50％以上減少した月がある
②前年同月比で 30％以上 50％未満減少した

月が２か月以上ある

出雲市中小企業等
緊急支援給付金

 法人：２０万円、個人事業者：１０万円
 原則、郵送申請のみ
 令和３年２月１日（対象期間、申請期間を延長）

商工振興課（給付金担当）
☎２１−６２１９

県制度融資を利用した際に島根県信用保証協
会に保証料を支払った中小企業者等 出雲市中小企業信

用保証料補助金

 補助率及び補助額は、対象の融資制度により異なる。
 融資実行日から２年以内

出雲商工会議所
☎２５−３７１０
平田商工会議所
☎６３−３２１１
出雲商工会（大社）
☎５３−２５５８
斐川町商工会
☎７２−０６７４
商工振興課
☎２１−６５７２
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対象 名称 支援内容等 おたずね

助
成
・
補
助

小売業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連
サービス業、娯楽業、鉄道業、道路旅客運送
業、水運業を営む中小企業者
※ただし、風俗営業等に属する一部の事業者を除く。

出雲市地域商業等
再起支援事業補助
金

●感染防止対策に係る経費（飛沫拡散防止設備導入、業務用マスク購入など）
●新事業展開に係る経費（テイクアウト・デリバリー等への対応経費など）

 ４／５以内、補助上限８０万円（下限８万円）
 令和２年１１月３０日（予算に達した時点で終了）

商工振興課　
☎２１−６５４１

市場価格が低落するなどの影響を受けた野菜・
花き・果樹・茶等の生産者

 
高収益作物次期作
支援交付金

 次期作への前向きな取組を支援
 基本額単価 ５万円／１０ａ

 施設栽培の花き ８０万円／１０ａ
 施設栽培のぶどう ２５万円／１０ａ 農業振興課

☎２１−６５５７
斐川農業事務所
☎７３−９２２０農林漁業者（個人・法人）

※常時従業員数が 20 人以下
 

経営継続補助金

 感染拡大防止対策と併せて実施される販路の回復・生産・販
売方式の確立・転換等の経営継続に向けた取組を支援

 
①経営継続に関する取組：３／４・上限１００万円
②感染拡大防止の取組：定額・上限５０万円

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農
林漁業者

新型コロナウイルス
感染症対策農林水産
業収益向上緊急支援
事業

 個人又は常時従業員数が２０人以下の小規模事業者が、経
営を継続するために必要な省力化に資する施設整備・機械
導入等を支援

 50 万円以内／人（共同申請は上限１０人、５００万円以内）

島根県東部農林振興センター
農業振興課
☎０８５２−３２−5646
島根県松江水産事務所
☎０８５２−３２−５７０３

以下対象品目の生産者

牛肉、野菜、果物、水産物、茶、花き、ジビエ、
そば ※野菜・果物は品目が限られ、加工品は対象外

インターネット販売
推進事業

 指定のインターネット販売サイト（EC サイト）で対象品
目を販売した際の送料
 指定の販売サイトへ申込む

インターネット販売推進事業
事務局　生産者問合せ窓口
☎０３−３４８１−２８６９

融
　
資

売上が対前年比で５％以上減少した中小企業
者等

 
新型コロナウイルス
感染症特別貸付 （日
本 政 策 金 融 公 庫、
商工中金等）

 中小企業：６億円、小規模・個人事業主：８，０００万円
 一定の条件で融資後３年間実質無利子

日本政策金融公庫松江支店
☎０８５２−２３−２６５１
出雲商工会議所
☎２５−３７１０
平田商工会議所
☎６３−３２１１
出雲商工会（大社）
☎５３−２５５８
斐川町商工会
☎７２−０６７４
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その他
名称 内容 おたずね

寄
附
金

出雲市新型
コロナウイ
ルス感染症
対策寄附金

新型コロナウイルス感染症により影響を受けた市民生活や地域経済活動等を支
援する事業に活用するため、寄附金を広く募集します。

（１）口座振込
　　 ①島根県農業協同組合出雲市役所支店　普通預金　００１６２８８
　　 ②山陰合同銀行出雲支店　普通預金　４５０７１７５
　　 ③ゆうちょ銀行　００９３０−３−３２３２９３
　　 ※いずれも口座名は「出雲市新型コロナウイルス感染症対策寄附金」

（２）納付書による寄付
寄附のお申し出をいただきましたら、郵送する納付書とともに、指定金融機関で
お振込みください。寄附金の入金後確認後、「寄附金受領証明書」を送付します。

寄附金の一部が個人住民税や所得税から控除されます。
※控除を受ける場合は、寄附申出書の提出が必要です。

政策企画課
☎２１−６６１２

名称 内容 おたずね

協
力
金

新型コロナ
ウイルス感
染症拡大防
止協力金

不特定多数の人が利用
する施設で感染患者が
確認された場合に、自
主的に施設名を公表す
るなど、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡
大防止対策に協力した
事業者等に対し、協力
金を支給します。
 
1 事業所あたり50 万円

防災安全課
☎21−6606

2020 年 11 月号別冊
発行日：令和 2 年 （2020） 10 月 20 日 （火）
発行：出雲市　編集：広報課　
☎０８５３−２１−８５７８　ＦＡＸ ０８５３−２１−６５０９

対象 名称 支援内容等 おたずね

融
　
資

セーフティネット保証等の認定事業者
 

新型コロナウイルス
感染症対応資金（国
制度）

 ４，０００万円
 一定の条件で融資後３年間実質無利子

 一定の条件で国・県で全額補助
取引先金融機関

セーフティネット保証等の認定事業者で、上
記の感染症対策資金を満額借り入れた事業者

新型コロナウイルス
感染症対応資金（県
単独制度）

 ８，０００万円
 一定の条件で融資後３年間実質無利子

 一定の条件で国・県で全額補助

新型コロナウイルス感染症により経営の維持
安定が困難となった農業者・漁業者

令和２年新型コロナ
ウイルス感染症対
策資金

 運転資金
 年間販売額又は水揚金額の減少額又は減少見込額（限

度：１，２００万円）
 15 年以内（うち据置３年以内）
 年０．１％

※ただし、農業者はＪＡしまねの支援により融資実行後５年間
は無利子とする。

 不要
 令和２年３月１７日～令和２年１２月３１日

島根県農林水産部
農業経営課
☎０８５２−２２−６２０１
水産課水産しまね振興室
☎０８５２−２２−６２93
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